








































































　世代t は自分自身の消費 ct 、高齢期における生活のしやすさ ht+1 、及び、親
















とする。世代t の利用可能な所得を yt とすると、世代t の予算制約式は次のよ
うに表される。
　　　　　　　　　　　　 (2)　　　
この式の中で、利用可能な所得 yt は、時間T をすべて労働にあてた場合の労
働所得wTと親（世代 t－1）からの所得移転 xt から構成される。このため、
　　　　　　　　　　　　　  (3)　　　
が成立する。
　貯蓄の粗利子率（gross rate of return）をR とし、R >1を満たすものとす







人によるケアをうける必要がある。世代t の生活のしやすさ ht+1 は、彼らの子





と表わすことができる。ここで、生活のしやすさ ht+1 は世代t の高齢期におけ
る効用と考えることができる。したがって、本稿では関数h のことを高齢期の
効用関数と呼ぶことにする。




時間 st は世代 t－1 によって既に決定済みであり、世代 t にとっては所与であ
ることから、  s-t のように表現している。
　次に世代 t が彼らの子供から受け取るケアの時間について考えてみたい。世
代  t  が親に対するケアの時間 et を決定する際には、世代  t  自身の利用可能な予
算 yt と世代 t－1 によって決定されるケアサービスの時間 st を所与として考慮
するだろう。世代 tが合理的であれば、彼らの子供（世代 t+1）もまた同様の
考慮のもとで彼らに対するケアの時間 et+1 を決定すると期待するに違いない。
ここで、世代 t+1が親（世代 t）に対するケアの時間 et+1 を決定する際に、それ
が世代 t+1の利用可能な所得 yt+1 = wT + xt+1および世代  t  の購入するケアサー







　世代  t  は、t  期において彼らの選択をはじめるため、t－1期までに決定され
た変数である親の消費c t －1および祖父母の世代の効用Ut－2には影響を与えるこ
とはできない。このため、これらの変数は世代  t  の最適選択においては所与と
なる。そこで、世代  t  にとって所与であるこれらの変数を
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　　    (8)　　　
のように記述することにしよう。
　世代  t  の最適化問題は、式 (2)－(8) で表わされる制約のもとで、式 (1) により
表わされる世代  t  の効用を最大にすることである。この研究において注目する
最適化問題、すなわち、子供が親に対して利他的であることを考慮した世代間
所得移転モデルにおける世代  t  の最適化問題は次のように示すことができる。
世代  t  の最適化問題：
　世代 t－1から世代 t  への所得移転x t および世代 tの期待高齢者ケア関数φ
e
t を
所与としたとき、世代 t  は次の問題の解（ct, et, ht, et+1, ht+1, st+1, xt+1, zt+1, Ut－1）
を決定する。
 
   (9)　　　
　ここで、最適化問題 (9) の解（ct, et, ht, et+1, ht+1, st+1, xt+1, zt+1, Ut－1）は、世
代  t  の利用可能な所得yt 、世代 t－1の購入するケアサービス（の時間）st、お
よび高齢者ケア関数の関数形φet に依存することを考慮すると、世代  t  が親の
ケアに費やす時間 et は、






により示される値は、世代 t  が親（世代 t  －1）におこなうケアの時間（et）の
実現値を表している。
　他方で、世代 t  と同様、世代 t  －1も子供（世代 t  ）から受け取るケアの時間（et）
について合理的な期待をするだろう。世代 t  －1の期待高齢者ケア関数をφet -1と
おくと、世代 t  －1が期待する子供から受け取るケアの時間、すなわち、世代 t  
が世代 t  －1におこなうケアの時間（et）の期待値は、






高齢者ケアの実現値と期待値が一致、すなわち、式 (10) と (11) より、
　　    (12)　　　
が成立し、かつ、高齢者ケア関数がどの世代も同一、すなわち、ある関数 に
ついて、
　　　     (13)　　　
も同時に成立している。ここで説明される均衡を「定常合理的期待均衡（Stationary 







集合Y，X，Sは、それぞれ、yt ，xt ，stの集合であり、Y⊂R+, X⊂Y, S⊂Y







   
(Ｈ１)　関数h (e,・) はe に関して強く増加（strictly increasing in e）





(Ｈ４)　任意のe > 0について、h 1(e ,0) < 1 が成立する。
(Ｈ５)　関数hは次の関係 (ⅰ) および (ⅱ) を満たす：
利他的動機にもとづく子供による高齢者ケア　藤生
－9－














   









　　     (14)　　　
      (15)　　　
 　     (16)　　　
　１階条件のうち、式 (14) と (15) からwu'=ρh1を、式 (15) と (16) からρh1 =
wRν' を得ることができる。これら２つの条件において、変数 ct, et, st, xtお
よび zt+1に関する全微分をとる。ただし、世代t の予算制約 c t +we t +z t +1=y t = 
w+xt 、世代t －1の予算制約 xt +ps t ＝Rz t 、およびz t が既にt－1期には決定さ
れていることを考慮すると、次の関係を導出できる。
 　  (17)　　　





　(ⅰ)　h12 ＞η ⇒   φ2  > 0
　(ⅱ)　h12 ＝η ⇒   φ2  = 0
　(ⅲ)　h12 ＜η ⇒   φ2  < 0
【証明】






    (19)　　　
を得ることができる。
　均衡において決定される高齢者ケア関数φを使うと、世代t が親（世代t －1）
におこなうケアの時間はet =φ( yt, st ) と表わすことができることから、式 (19) 
の左辺はφ2 を示しているとわかる。式 (19) の右辺の分母は、(U2)，(H3)，お
よび ν″≦ 0 の仮定より、正の値をとることがわかる。このため、φ2の符号は、
式 (19) の右辺の分子の符号に依存して決定されるといえる。すなわち、
    (20)　　　
が成立する。この条件の中で、パラメータηは、









　(ⅰ)　h12 ＞ 0  ⇒  φ2  > 0
　(ⅱ)　h12 ＝ 0  ⇒  φ2  = 0







































　補題１(ⅲ)から、「 h12  <η ⇒  φ2 < 0」が成立する。ここで、η> 0 であるから、












しよう。この考察のためには、上記 3.1 において導出された式 (17), (18) にお
いて、 dst =－(1/p) dxt を代入すれば良い。なぜなら、親の高齢期の予算制約（xt 
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+ pst = zt ）が成立し、かつ、t 期において既に zt が決定されていることから、
dxt + pdst =０が成立しているからである。このとき、
 　  (22)　　　





　(ⅰ)　h12 ＜η ⇒  φ1 > 0
　(ⅱ)　h12 ＝η ⇒  φ1 = 0
　(ⅲ)　h12 ＞η ⇒  φ1 < 0
【証明】
　補題１と同様の方法で示せばよい。式 (22) の両辺にν″Rを、式 (23) の両辺
に u″を掛け合わせて、辺々を足し合わせることで dzt+1 の項を打ち消すこと
ができる。その関係式を整理することで、φ1の符号が h12 の符号に依存して決
定されることが導ける。すなわち、

















　(ⅰ)　0 ＜－ h12 <η 　⇒  φ1 > 0
　(ⅱ)　h12  =η  ⇒  φ1 = 0





























増え（φ1 > 0 ）、親の購入するケアサービスの増加とともに子供が親におこな
うケアが減少する（φ2 < 0 ）」が成立することが想定されているが、そのため
には、高齢期の効用に関する２つのケアの補完性が十分大きくないことが条件
であることを示している。もし補完性が十分大きくなってしまうと、「子供の
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and Summers (1985) は互いに利他性のない２つの世代の間の所得移転について調べて
いる。
２　関連文献として、Azuma (2005)、Brown (2006)、McGarry and Shoeni (1997) がある。.
３　動学的不整合となる可能性のあるモデルを分析した研究として、Strotz (1956)、Phelps 
and Pollak (1968)、Kohlberg (1976)、Ray (1987)、Bernheim and Ray (1987)、Hori 
and Kanaya (1989)、Laibson (1997)、および、Hori (1992, 1997).がある。
４　生活のしやすさを維持するためには、日常生活の中での助け（helping）と日常生活
をおくるために不可欠な助け（care）が必要であるだろう。本稿では、このような点を
考慮して、「ケア」という用語をこれら２つの概念を含めた意味で使っている。
（ふじう　ひろし　本学准教授）
